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震災の経験を記録する女性の活動についての一考察

…中越大麓災後の長岡市を事例にー

堀 久美（岩手大学男女共同参酒推進室）

2011年 3月 11日、三陸沖を震源地とする大規模な地震が発生、東北地方の太平洋岸を

巨大な津波が襲い、甚大な被害を与えた。このような自然災害が起きた際、被災から復興

過程において、ジェンダーによって異なる問題が生じることが明らかとなっており（池田

2010: 4・5）、日本においても、 2000年代以降、防災や復興支援にジェンダーの視点が導

入されつつあった。しかし実際には、ジエンダ…視点からの訪災政策や支援活動は大きく

不足しており、被災地の女性は女性ゆえの困難に直面した。来日本大震災後、被災地の女

性によって、今後の対応に活かそうと、震災時の女性の経験を記録する活動が行われてい

る。

女性が震災経験を記録する活動i士、東日本大震災後に始まったことではない。少なくと

も、新潟地震（1964年発災）や長野県岡部地震（1984年発災）に遡ることができるが、

継続的な発信が不足しており、その後の取り組みに十分に活かされたとは合えない（堀

2015）。一般的には、災害時に女性が経験した困難；士、｜坂：fit1・淡路大震災をきっかけに「被

災した女性自身による体験記録や調査により災容・復興時の課題として報告」（新井 2012:

6）されるようになったと捉えられている。また、来日本大震災後に被災女性支慢の活動

に取り組んだ女性たちが「甑神・淡路大震災や新潟県中越地震などから災害時における女

性の問題を学びつづけたJ（浅野 2012:9）と述べていることから、阪神・淡路大震災（1995

年発災）以降に殺された記錬が東日本大震災後の支援に活かされたことがうかがえる。そ

の一方で、これらの記録が「政策を大きく動かす力を持ちえなかった」（東日本大震災女性

支接ネットワーク 2012: 8）ことが指摘されている。確かに、女性支債に取り組む女性た

ちは、災寄H寺の経験を学び、それを支援活動：こ活かしたが、被災地の女性全体を支援する

には政策的な取り組みが不可欠であり、被災地の女性が悶難に底部したのはそれが不足し

ていたからだろう c 東日本大震災後の女性の記録活動が、防災政策に反映され、今後の震

災における被害軽減に効果を発揮するには、どのようなことが必要なのだろうか。

ところで、新潟県中越大震災 1) （以下、中越大震災）は、 2004年 10月 23日、マグー

チュード 6.8、最大震度 7の地震で、死者 68::t、住家の全壊 3,175軒、半壊 13,810軒の

被害を及ぼした。その被災地長岡市は、［~］越大震災後の 2005 年から 2010 年にかけ、順次

周辺の 10市町村を合併し、現在は人口 28万人の新潟県のほぼ中央部に位置する県内第 2

の市で、「食えないからこそ教育を」の理念を示す「米百依Jの精神を今も受け継し、でいる。

中越大震災では、長岡市！日市域でも最大震度は 6弱を観測、被害は死者 12名、全壊 927

棟、半壊 5873棟に及び、音1-125か所の避難所に、最大約 5万人の住民が避難した2）。ま

た長岡市では、震災に先立つ同年 7月に新潟・福 （水害）も発生している。松
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ヲt：克i告は、長岡市の女性団体の活動をたどり、また長岡市の防災政策にジェンダーの視点

が盛り込まれていることを紹介したうえで、「女性たちの積極的な活弱jにより、防災にかか

わる政策・制度の面で『女性の視点』が採り入れられたJ（松井 2011: 75）と評価する。

ここで紹介される活動の大きな部分を震災経験を記録くする活動が占めているが、それが政

策・制度に反映される具体的な状況は明らかにされていない。長岡市の事例を検証するこ

とで、女性による震災記録を「政策を動かす力Jとする手がかりがみつけられるのではな

いだろうかG 本稿；士、長岡市における女性の記録活動が防災政策に反映される状況を明ら

かにし、女性の記録が、ジェンダー視点からの防災・復興政策の実現、拡充において、効

果的に力を発揮するための手がかりを得ることを目的とする。

本稿では、①女性の震災体験談を集めたり聞き取って、冊子や本として発行する活動、

②女性の震災体験lこ関するアンケート調査を実施し、その結果を報告書として発行する活

動を震災時の女性の経験を記鈷に残す活動ととらえる。また、引用では「女性の視dF、j が

用いられていることがあるが、ここでの f女性の視点」とは社会的に女’性が位置づけられ

た立場からの視点を意味しており、「ジェン夕、ーの視点、」に内包される。体験／経験の用語

は、個人的な体験が、他者と共有され、「経験」として社会的；こ位控づけられていくととら

えているが、この区分は厳務なものではない。

I.ジェンダーの視点からの防災政策一中越大震災発災前後を中心！こー

Iii：界的には、 1990年代以持、災害におけるジェンダー視点からの研究に関心が高まり、

政策的な対応の必要性が提起されるようになった。 1995年に横浜で隣催された第 1回国連

防災世界会議では、女性を「防災の知識を慌え地域や世帯において災害への備えと対応、

復興に中心的な役割を果たす主体である」と位詮づけた。しかし日本において、ジェンダ

ー視点からの前災政策に大きな動きがみられるのは、 21世紀に入ってからである。 2002

年、内閣府男女共同参画局影響調査事例研究ワーキングチームは、阪神淡路大震災後に被

災女性を支援した正井礼子らから、災害時の課題と具体的な施策の必要性について報告を

受けた。 cpil盛大震災発災後は、防災担当大臣の指示で、内閣府男女共同参両局の女性職

を現地支援対策室に派遣、；VJめて「：17.‘4

ような報告をbまえ、 2005年に閣議決定された男女共同参額基本吉ト両（第 2次）や同年

策定の防災基本計画にジェンダー視点からの紡災対策が盛り込まれ、政策が動き始める。

しかし、匡iの計画に位置づけられたからと言って、ジェンダーの視点からの坊災政策が

具体化したわけで、はない。 2008年、全国知事会男女共同参部特別委員会が都道府県及び市

町村を対象に実施した「防災における男女共同参掘の推進に闘する調査」や「女性・地域

住民からみた防災施策のあり方に閲する調査」では、防災会誌における女性委員の参両、

女性や乳幼児等のための災害備蓄の整備、災害時等における女性の活動環境がし、ずれも不

十分であることが明らかとなった。また避難所運営の指針等の作成に｜然して、男女共同参

画部局と連携している場合には、「妊産婦・乳幼児を持つ女性への支援」「女生への暴力や

セクハラ防災のための安全対策」「避難所内での託兜所の設置」等を記述している割合が高

いが、連携を行った自治体は少なく、とくに市町村では運営指針等を作成したうちの 5.2%

であった叫さらに、政策の裏付けとなる子F算措置は、男会共同参眠推進関係予算額（分

野船内訳表）で「防災（災害復興を含む）JがO円であることも指摘されていた（山地 2009:
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70）。

ジェンダーの視点からの防災政策にとって、中越大震災後から東日本大震災までは、

その必要性が認められ、国の計画等では言及されつつはあるものの実質化には至らず、

市町村レベノレで、の取り組みは｛まとんど進んでいなかった時期であっ

II .インタビュー調査の概要

長前Jrnにおける女性の震災記縁日到Jの実態と防災政策への反映状況を明らかにすること

をめざし、活動した女性たちから、具体的な状況を聞くインタビュー調査を行った。調査

対象は、中越大震災の女d生の経験を記録する活動lこ代表や事務局として携わった女性 5名

である（以下、協力者とする）。インタビューでは、①所属する女性団体の概要、②活動の

実態、③記録を残す活動の動機、④活動のなかでの自身の役割、⑤自身のとらえる活動の

意義や成果、⑥政策への反映について、⑦その他、学習経験や家族・周閲からの評価等を

尋ねた。半構造化インタビューのため、必ずしも全員にすべての項目を尋ねたわけではな

く、質問の順序も話の展開によって異なる 3 また、 2014年度まで市の男女共同参画を担当

していた Fさん（男性）にも、市の防災政策へのジェンダー視点の反映状況等についてイ

ンタビューを実施した。インタビューは、 A、B、Cさんはグループで、 D、Eさんは個別

に行ったしインタビュ…時間は、グノレーブ勺では 2時間T：！＆度、個別では 1H寺間半程度であっ

た。いずれの協力者もインタビ、ュー依頼時まで而織がなかったが、 A、B、Cさんとはイン

タビ、ューの前夜に会食をした。調査時期は、クソレーブラインタビ、ューは 2015年 11月、それ

以外は 2016年 2月である 3

表 1 協力者の発災時の属性と活動状況等

年代 四日 主な仕事 発災S＃の活動状況 その後の活動状況

イ関

A 50 代 有 家族従業 市の男女共同参jjl!j政策推進 団体A代表

者 問i*A品lj代表 団f本B、団体E

団体B会員、団体E 閉体Z代表

B 50代 有 女性学学習をテーマとする 団体B代表（継続）

団体B代表 団体Z委員（編集）

c 60 代 高齢者をテーマとする団体 団体C代表

c 団体Z委員

D 40 代 1同人として記鈷誌編集 市の助産師団体会長

（市関連施設専門相 団体Z事務局

E 40 代 有 子ども虐待訪止間体E代表 団体E、NPO法人化

NPO法人E代表

防災本部（物資受入・配布） 前男女共河参両推進家長

（市職員については年代、配偶関係は非記載）

III.女性による記隷をめぐる活動の状況

この草ーでは、インタビューから明らかとなった中越大震災後の女性の記掠をめぐる活動

と長岡市の防災政策の動きを時系列でみてし、く。

（訪問先の：筆者補足、以下、引用文中（ 〕内は同じ〕みんながいろんな話をするんで

す。こうだつた、ああだつだ、聞いてもらいたいって。ちう、余震がきてる中で震えながら
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も、あの時もっとこうだった、ああだっ疋ってo ああ、みんな書いたいんだ CDさん）。

ぽんとに、ありのままを書いてって言ったんですよ、みんな仁。ぽんとつまんないことで

いいんだよって、だいそれたことじゃなくって、トイレlこ行けないとか、ゆっくりレやがめ

ないとか、そういうことでもいいんだから（同上）。

中越大震災のあと、最初に女性たちの経験を記録として残す取り組みを始めたのは、開

業助産師の Dさんであったc Dさんは、発災後も訪問指導を中断することなく継続してお

り、訪問先での女性たちの 、記録集作成を思い立つO 震災直後の余震の続く中での

原毛布依頼には臨時もあったが、「残しておくべきだj という思いが勝り、個人的な活動とし

て、発災から 1カ月経った噴から、身近な人たちに原稿依頼を始めた。

声かけて、書いて下さったっていうのはすごいと思って、で、みんなが書いて良かったっ

ておっレやってくださったんです。原稿を書き上げ疋後に。やっぱり、忘れちゃうよねって

（中略〉書けないって人もいるレ、書いて良かったっていう方もいらっレやるレ、たレかに

その時っていうのは、まだまだゆれていたレ、生活も日常にもどってなかっ疋レ、なんか、

書くことで落ち着いた私たちがいるっていうのがあったんですよね CDさん）。

2週間ほどで、居住地域、被害の大小、仕事の有無等の異なるさまざまな境遇の女性 10

名が原稿を寄せた。「？と：けなしリと返答してきた人もいたが、書くことができた人たちは、

くことで気持ちが落ち清いたと2:1'-) 0 冊子の「まえがきj には九、まなお新潟WJ，中越大

のなかで生きている私たちの日；市を結った『援災 と記されている。 D さん自

身も、学校生活をi去る娘の経験を「その予のためにもされ、ておきたいJと「母親としての

私」の視点からまとめ、掲載しているベ記録集は、発災から 2か月後の 12月、 100!HJ-を

印刷、 D さんや他の執筆者から周聞に配布され、地元紙の「新潟日報Jで紹介されたり、

図書館から寄贈を依頼されたりもした。翌年にはt削；ljし、｜主l立女性教育会館でのイベント

で頒布した。

CDさんの依頼が）事実を述べよということなら、それをすうーっと追体験、またレてい

くわけです。とっても胸がね、ガサガサ！こなるほどつらかった（中略）やはり追体験だから、

ま疋恐ろレい気持ちが出てくるということで、あの、書きづらかったんだけど、書い疋ら自

分の気持ちがまとめられたということで、みんなも、私とは遣う体験レてるわけだから、み

んなで書こうよって言って作った CBさん）。

Dさんの取り組みをきっかけに、記録を残す活動は他の間体に広がってし、く。Bさんは、

Dさんから原稿の依頼を受け、 Dさんの依頼にあった「ありのままj を書くことにつらさ

を感じた。しかし Bさんはこのつらさを乗り越え、体験を書くことで「気持ちがまとめら

れた」と感じた。そこで自身の執策体験をもとに、所属する団体Bで記録集発行を提案寸

る。団体Bは、新潟県が主催した女地学講座5）修了生が立ち上げた団体を発端に、文部

省（当時）の委嘱事業等の女性学講座やセミナーの実行委員会としての活動を経て、

1997年に現在の形態となった。長岡市を拠点に月に 1回、自分たちの身の閉りの出来
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事：やその時々の問題を取り上げて女性学の視点で見直し考える を開催、 2004年

度の会員は新潟県内に居住する 12名（男性 1名を含む）であった。例年、一年間の学

びをまとめた『活動の記録Jを発行していたが、 2004年は未曾有の災害で例年通りの

活動ができなかったので、各自の災害時（水害を含む）の体験を執筆し発行した的。 A

さんも団体Bの会員として、この「体験記」に執筆をしているc

高齢社会をテーマに活動する Cさんの団体でも、当時の代表が、 Dさんの依頼を受け記

くとともに、「高齢者ならではの経験もあるから、自分たちの間体でも記録を残そうI

と発案、会員が執議した体験をまとめた記録集を発行した。さらに、団体Cは、発行から

4か月後の 2005if三8月、寄せられた経験をもとに、災害時の手引設の作成・配布やi町内

会の防災組織の確立等6項目にまとめた要望書を作成、市長宛てに提出した。この要望は、

2006年 12月の『市民防災のしおり』の発行・配布ベ3町内会の自主防災組織の組織化推進

(2014年組織率 91.5%）につながっていると言う。

記録は体験記として残されただけではない。

〔発災〉直後と、半年では、こう、状況が違ってきてるんだろうな〔中略〉災害のときに、

子どもがいればイライうちするだろうし、ということは夫婦関係にちなにかあるかちしれな

いし、で、逆に、なにかこう、要るようなことはなんだったんだろうとか、ま、そういうこ

とち吉めて、いろいろ、伺度ち、何度ち、あの、こう、質問事項を繰り直して、答えやすい

ように、なるべく負担のないような形で作らせていただきましだ〔Eさん〉。

子ども虐待紡止をテーマに活動する Eさんの団体では、震災から約 8か月後の 2005年

6～7月に、地域における子育て支援の活動に役立てたいと、震災直後と調査時の競の心情

や変化、子どもの様子等についてのアンケートを長岡市と川口町（当時）で実施した。統

計調査に詳しいメンバーがし、たわけではなく、設問の作成に苦心し、集計作業は手作業で

行ったと言うが、行政の協力により、保育所でアンケート用紙を配布・回収、 736人の問

答を得た調査結果；士、その年の秋に報告書にまとめられた。

これ以外にも、長岡市では、さまざまな女性団体が震災の記鉱を残してい

岡市では、 2004｛~三の相次ぐ災害を受け、地域防災計画の見直しを行い、 2007 年に計

画を修正する。修正された計闘には、総則に「附性の参画」「両性の視点から見て妥':hJ

なものj との文言が入り、避難所での配慮として「授乳室や着替えスペースの確保、

視聴覚室など使用可能な教室を解放して子どもを遊ばせる」等、具体的な運営につい

ての記載が盛り込まれた 7）。

しかし女性たちの記録活動はそこで終わらなかった。震災から 4年後の 2008年、

を残した女性たちは「危機管理の資料としても重要と思われる記録集の存在を多くの人に

知ってもらいたい、また、これらの冊子4 を1冊にまとめられないか」と考え、 Aさんを実

行委員長に、 B、C、Dさんや団体Cの代表等の 8名で団体Zを立ち上げた。 2010年に発

行された 5周年記念誌には、記念シンポジウムの報告とともに、①長岡市男女平等推進セ

ンター登録同体を対象に発災後に発行した記録集について調査したアンケートに対する

11団体からの回答票、②当時の記録類から抜粋して作成した（被災女性の声」、③女性た

ちが各地で＇ 1iった講演の概要 3編等が集録されている。この冊子は、間体Zによって、市

っ，，“



長に届けられた。この年、長岡市は、男女共同参需にかかわる条例としては、全国で初

めて「紡災分野における施策の推進」を盛り込んだ条例を制定したc

その後も、団体Zは、ジェンダー視点からの関災をテーマlこ活動を継続、 10周年とな

る 2014年には、シンポジウムと地域防災に閲する意識調査を実施、それらを記録する報

告書を発行している。また、団体Eでも、 2012年には、団体の会員でもある研究者や E

さんによって、質問紙による追跡調査が実施された川。

このように、長岡市では、発災j度後から現在に至るまで、震災経験の記銑を残し、伝え

る女性の活動が活発に行われ、ジェンダー視点からの防災政策が進んだ。

N.女性の記録活動の意義

この章では、女性たちの発言をもとに、震災経験を記録する活動を？残すJ「伝える」

の2つの局面に分け、その意義を検討する。

1.記鯨を残すことの意義

日常を残すことの大事さみたいなことを感じだんですね。名もなき市民が、こういうこと

を感じていたっていうのは、あの、お役所レベルの話じゃなくて、男の人たちの話じゃなく

て、女の人たちがこんな不自由があったということを CDさん〕。

被災地の中にいて、被災地を見つめるまなざしって大事だよなって、すごく思っていて、

あの、マスコミ報道にのらない（司上〕。

長岡って…言にされても、いろんなところがあって、そこには、この、被害の大小の不公

平感が出てきたりとか、いろんな気持ちがある。生の声を、今ここで残しておきたい（司上〕。

女性の主体形成をめざした学習活動においては、しばしば自己表現活動が重被されてい

る。表現することは、自分やとりまく状況を相対化して認識し、それを他者と共有し、社

会的な文脈に位置づけるのに有効だからである（木村 2000 38）。発災から 2か月後に

録集を発行した Dさんは、余援が続くなか、助産師としての仕事と避難勧告を解諒された

ばかりの向宅の片づけをしながら、壊れたパソコンを闘い替え、 jこだ→一人で、未経験の原

稿入力、押絵挿入さ草：の編集作業をしたと言う。その作業は並々のものではない。 Dさんが

それを遂行できたのは、公f内な記録では残らないで、あろう女性の体験を残そうという思い

が強かったからだろう。

おんなじだったって。ここに奮いである気持とやっぱり同じだったって。自分たちちそう

だったって。後、だから、あ、自分だけじゃなかったんだって思えて良かったってCDさん〕。

今、あの時を思い出して書きなさいって言われてち書けないです。あの時の、まさにその

時だから書ける文章、言葉があって、あの揺れの中にいたから、見いだせた醤葉というのが

絶剖あって（同上〕。

Dさんの冊子が拡がる状況を先述したが、他の団体の記録集も、新関紙上で取り上げら

れたり、国立女性教育会館でhのイベントで販売されたりして全国に拡がっていった。女性

の経験は、公的な記録やマスコミでは残されない。 Dさんは、余震の続くなかで書いたか

らこそ、他者に共有されうる表現ができたのだととらえている。個人的なこととして消え
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てしまったであろう経験を女性自身が記録集として可視化したことで、多様でありながら、

個人的な体験ではなく、他者と共有され、「女性の経験」として社会的な文服に位置づけら

れてし、く。この点に記錬を残す活動の意義があった。

ところで、このような意義をもっ体験記は誰にで、も るものだろうか。間体Cでは、

「40人くらいメンバーいるんですけれども、書いてくれたのはこれだけjと原稿を執筆し

たのは会員の約 3分の 2に留まっている。 Dさんの執筆依頼も「書けないって言って、返

してきたノ＼も＼；、た」と言う。 年方、団体Bでは、 1名を除し、たすべての会員が体験記を執

している。君主けなかった背景には、被災の大きさ等、災害時ゆえの理由もあっただろう。

しかし経験を書：くには一定の力が必要で、あるむそもそも「ことばは男が支配する」（スベン

ダー1985=1987）のだから、女性が体験したことを「ありのまま」に記録することこそ、

なしには成し得ない活動なのかもしれない。 Bさんから「2013年にまとめた」と提供

された資料には「問題提記したことを原稿にすることは学習の繰り返しとなり、エンパワ

ーメントにつながるj と記されており、｜支l体Bの記録を桟すことを重視する活問Jが体験記

執筆のカをi計ってきたのではなし、かと推察される。

実は、女性問体は、一般的には記録を残す活動をそれほど重要視していない。日本女性

学習財団が 2003年に実施した「女性の活動と学習に関する調査」では、学習で重要なこ

ととして、「まとめや記録を作るj を「とても という女勺性は 35.8%（複数回答）で 7

項目の中ではとび蚊けて低く、「あまり重要ではなし、」が 17.7%と他の項聞に比べて高く

なっているり）（日本女性学習財問 2005:185）。長｜潟市では、｜ヨ1体Bだけでなく、多くの｜主

体が活動の記録を発行した。経験を表現できる力をもっ女性が数多くいたことが、ジェン

ダー視点からの防災政策を動かした要悶のゐつであると考えられる。

2. 記録を伝えることの意義

団体Z（土、発災から 5年後に、女’生団体が発行した記鉄を編集し、再発信し

の編集を担当した Bさんは、 5周年のシンポジウムで、「私たちの体験を風化させないた

めに（中『各）記念誌として明日へと繋がる冊子を残さなければならない」「被災地責任j と

述べている。「明日へと繋がる冊子」とはどういうことだろうか。

これは年代ちこえてますよね。年の上の方から、者い人、それから中学生でもこれを読ん

でくれればわかるという意味では、まとめて良かったと思うし、それから、さっきから出て

きてますように、一つ一つの記録は十分し1し1物を作ってるんですけど、それを、ま、大ざっ

ぱですけど、一つのまとまった〔中略〕これ一同で、ま、全部間に合うとiま雷いませんです

けれども、足りてるかな〔Bさん〕。

前主主で紹介したように 5周年記念誌には、発災後の記鉱集についてのアンケート回答票

(1団体につき、 A4サイズ 1枚）が集保されており、各団体の記銑集の名称、発行命日、

発行の意関、記録から見えたことや要望、発行に対する反響が概観できる。また、 5周年

記念誌は「間会図書館には、一冊はやらなくちゃだめだという気持ちで」主だ、った図書館

に送付された。団体Bの記録集l士、学習ク守ループつが出しているものだから「図書館にはや

らなかった」というのに比べ、発信という発行の意図が明確になっているがゆえの扱いで、
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ある。このように、 5周年記念誌は、 i幅広い人に女性の震災経験を伝えることを目的とし

ている。

アンケー卜をとったのってね、確かにアンケー卜用の文章。だけど、こっちの文章は、ほ

んとにそのI君、その時の文章なの（中略〕「。」が最後にくるまで、いくつ「、」がつくか。

そうしたその時の気持ちがここにいっぱい入っているので、私はね、このアンケー卜のこっ

ちより、本物の、この実際に書いたもの、これが一番ね、すごい、あの、ああそうだったよ

ね、って共感できる文章 ccさん〕。

加えて、 5）均年記録誌には当時の記録類からの抜粋も集録されている。 を経験し、

団体Cの会員として体験記を執筆した Cさんは、当時の言葉のままの抜粋があることで共

感が可能になると言う。共感を呼ぶ文章になっているのは、前部で検討したように、執筆

者が表現する力を持っていたからだろう。しかし、気持ちがあふれるままの文章は、声を

聴こうとする人の共感は呼ぶだろうが、より幅広い人たちに伝えるには「思い」が理解さ

れるための枠組みや説明が必要となる。 5周年記念誌は、アンケート回答票によって、女

性団体が発行した記鈷集の概要を撃理して伝え、併せて、当時の記錬の抜粋によって、

整理することで零れ落ちてしまう実感を伝える構成になっている。

女性の経験は記銑集となることで可視化されたが、そのままでは風化してしまう。団体

Zは、風化してし、く記銑を 5周年という節目に再編集し、幅広い人たちに伝わる形として

改めて発信した。実際、団体cや団体Eが発行した記録集はすでに残部がなくなっており、

団体Zの活動がなければ忘れられていったかもしれないから、再発信の意義は大きい。

筆者は、新潟地設や長野県西部地震の際の記録集の成果の検証結果から、記録がジェン

ダー視点からの支援活動や防災政策の実現、拡充に効果を発揮するには、記録を残すだけ

でなく、継続的に発信する活動が必要であることを指摘したが、記録を残す活動と記緑を

伝える活動を同じ団体が行う必然性はない（堀 2015・83）。団体Zは記録を残す活動に携

わった女性たちによって構成されてはいたが、 5周年祈念行事のために新たに結成された

団体であった。このことが、抜粋について「全部を掲載できないことは心苦ししリと記し

つつも、残された記録を概観し、多くの人に伝わる客観的な編集を可能にしたのではない

だろうか。「思し、」を共有しつつ、多くの人に伝わる客観的な発信活動ができたことが、ジ

ェンダー視点からの防災政策を動かす要因の一つであると考えられる。

V.女性の記録活動はどのように防災政策に反映されたのか

この章では、長岡市における防災政策にジェンダー視点が盛り込まれた状況から、女性

の震災記録がどのように活かされたのかを検討する。

長岡市は、 1986年に女性問題相当部署を設段、 1990年に「女性プランJ策定、その後、

助役をトップとする庁内体制整備と、女性政策の時代から先進的に取り組み、男女共同参

岡政策へと転換を図った後も着実に取り組みを進めていた。 rh民と市との協働は、 1987

年の「ながおか女性のつどしリに始まり、 2001年に開設された男女平等推進センターでも

縦続して公募委員によるフォーラムを開催する等、協働が活発に行われている。このよう

な市民と市との連慌の蓄積を背景に、先述したように、団体Cは記録集から明らかとなっ
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た課題を まとめ市長に提出した。団体Eもアンケート集計結果を「市長さんにも、

もちろん、差し上げたj と言う。また 5周年記念誌に集銑された抜粋｛士、地時防災計闘の

見直しの際に「女性の視点を入れて欲しいという要望からJ作成された 覧を増補したも

のである。実際にこの抜粋が市に届けられたのは、記念、誌完成後の 2010年になるが、干

のような取り組みを通じて、女性の震災経験が市に屈けられていた。市のほうでも、市民、

NPO、ボランティア団体等を対象に中越大藤災アンケート調査を実施する等、被災の経験

をふまえた防災計調の見直しに取り組んだ。以上のことから、 2007年に修正された長岡市

の地域防災計雌；こ、「両性の参i逝iJや避難所における授乳議や着終えスペース等への配慮が

1巡り込まれたのは、女性の経験が記録として届けられ、行政がその声を聴こうとしたこと

によると考えられる。

さらに、長岡市では、 2010年、男女共河参割にかかわる条例としては、全国で初めて

「防災分野における施策の推進Jを盛り込んだ条例を制定した。その要悶の 1っとし

て、団体Aが行った条例案についての学習のなかに、防災に関する取り組みが盛り込

まれていたことがあげられる。 l刊本Aは、 1992年、「女性プランj を推進し政策実現

に向けてその輸を広げてし、く市民会議として設立され、当初は$民の他、市長や議員、

市の職員等も加わっていた。その後、会員は市民のみとなるが、複数の女性団体の主

たるメンバーが入っており、市民との協｛!l!JJにより男女共同参画政策に取り組む長岡市刷

のなかでも、とくに主要なパートナーとして位置づけられる団体である。 2001年には

市から条例の研修・研究の委託を受けた。この時は防災にまで踏み込んだ研修・研究

はなかったが、その後も自主的に学習を継続、被災の経験から、防災政策についても

学習を行い、 2006年に作成した条例案に紡災についての条文を盛り込んだ。この条例

は、団体独自の活動の成果として市に提出されたものであったが、行政相当者の F

さんが「行政より先行して取り組んで、進む方向を示してくれているJIその先見性と

専門性を発揮されることを期待するJというように、市との信頼関係も基盤にあった

l O) 。

市では 2007年、男女共同参爾推進懇談会からの「条例の早期制定の提言」等もあ

り、条例検討委員会と市職員と市民によるワーキングチームを設置、条例制定作業を

具体化する。団体Aでの条例案作成に参加し、$の条例検討委員会やワーキングチー

ムの委員にもなったのがAさんである。

市政の施策に、あの、具体的に私たちが入っていくってことはなかった（中略） Aさんな

んかは、いろんなことを、こういうところから読み取って、出ている会の中でお話しされて

いたところもあるみたいなので、あの、その目当になった人とか、あるいは気がついた万が

会議に出て言ってくださっているというところはありますねえ CEさん〉。

これまで女性は公的な場から排除され、女性の問題は私的なこととされてきた。し

かし防災政策にジェンダーの視点が必要なことが指摘されるようになり、政策決定の

場に参加する女性は増えてきている。それでも公的な議論へのアクセスは、公的な場

に相応しいテーマの選択や相応しい語葉と語り方等の「言説の資源Jにより左右され

（蘇藤 2000: 9”13）、女性は「できる限り男性と同じようにふるまう限りにおいて、
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ようやくその姿をみられ、その声を聞かれることができるにすぎない」（オーキン

1989=2013 : 214）。それゆえ女性が公的な場に参加するようになっても、女性が「生

の声j で語る体験が公的な議題として聴かれることは困難だ。そのため Eさんは、政

策に活かすのは自分ではなく公的な場での議論に慣れている Aさん等の役割だととら

えたのだろう 11）。とは含え、 Aさんが公的な場で発言するのは、特別な資格があって

のことではない。 1990年代に PTAの活動を通じて女性学に出会い、学習や活動を続

けるなかで「言説の資源」を獲得してきたのだ。実際、防災会議に出席する際の話と

して、 A さんは「これとこれは言いたいと思うが、これはどこにどういうふうに反映

してるか、（行政職員と）必ず打ち合わせj 「議事録残んなきゃ証拠になんないと思っ

て、あえて手をあげて（発言する）」と述べ、現在も意識的に公的な場への参画に必要

とされる「言説の資源」を獲得しているところ

A さんは既に紹介したように、団体Bや団体E、団体Z で記~~を残し伝える活動を

行っているc Eさんの言葉は、委員会等の公的な場で聴き取られる Aさんの ！？ 
Y」、

記録された女性の経験が反映されていたことを意味する 12) c 条例検討委員会とワーキ

ングチームで「未曾有の災害を経験した長岡市として、 i坊災分野における男女共同参

両を推進しなければならないことを全悶に発信することが使命との協議がされた」こ

とにより、 i防災を盛り込んだ条例が制定されたというから、 A さんの発言だけが、ジ

ェンダ…視点からの防災政策の恨拠になったとは言えないだろう。しかし、女性の経

験を共有しつつ、公的な場で求められる「言説の資源」をもっAさんが記縁活動の成

果を政策に活かす凶路となっていたことが推察されるc

日i体Cもまた、記銑から明らかとなった課題を公的な場でl聴き取られる「要望

として提出する力をもっていた。 I~：で、確認したように、中越大箆災後から東日本大

震災までは、とくに市町村レベルではジェンダーの視点からの紡災政策がほとんど進

んでいなかった時期であった。長岡市では、震災前からの市民と行政との協働の

を背景に、女性の震災経験についての記録活動が、要望書や公的な場に参闘した｜捺の

に活かされ、ジェンダー視点からの防災政策が定められたと考えられる。

おわりに 一東日本大震災後の女性の記録活動への示唆ー

被災地の女性たちは、その後の対応に活かそうと、震災経験を記銑する活動に取り組ん

できたが、政策を大きく動かす力を持ちえなかったことが指摘されている。しかし、女性

の記録が坊災政策に反映されるうえで必要な姿件としては検討されてこなかった。本稿で

は、長陣rl1における女性の活動をたどり、女性の震災記録ーが防災政策；こ活かされた状況を

みてきたのそこから、女性の経験を政策に反映させるには、①記録を残す：経験を表現で

きる力、②記録を伝える：「思しリを共有しつつ、多くの人に伝わる客観的な発信力、③政

策に活かす：「思し、」を共有しつつ、公的な場への参両において要求される「言説の資源j

が必要だと考えた。長岡の女性たちはこれらの力をもっていたから、経災経験を記録し、

政策に活かすことができたわけだが、来日本大震災の被災地の女性たちがこれらの力をも

っているとは限らないQ しかし、長聞の女性たちが学習や活動を通じてこれらの力を獲得

したように、東日本大震災の被災地の女性たちもこれからの学習や活動によって必要な力

を獲得することはできるはずだ。



予れまで女性は公的な場から排除され、女性の経験は公的な場での議題にはされてこな

かった。防災政策にジェンダー視点が必要なことが指摘されるようになり、政策決定

の場に参加する女性は増えてきている。女性の経験を記録する活動は、東日本大震災

後にもすでに行われている。今後は、記縁を継続的に発信し、政策に活かすために必

要な力を活動のなかで、獲得していくことで、今後の震災における被害軽減に効果を発

揮できるのではないだろうか。本稿がその一助となることを願って稿を閉じる。
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＜注＞

1）気象庁では新潟県中越地混と命名したが、その後、新潟県が新潟県中越大震災と命名し

た。本稿では、長岡市の女性たちの利用状況をふまえ、引用を除き、新潟県中越大震災

とする。

2) http://www.fdma.go.jp/data/010909231403014084.pdf、及び

http・：／／www.bousai.city.nagaoka.niigata.jp/wp-bousai/wp”content/uploads/2013/02/96
aa6a13665735cedaabd3abfc22aflb.pdf (2016年 1月 11日閲覧）。合併後の市域には、

震源地のJ1 I日町や全村避難で注目された山古忘村も含まれており、被害の総計は死者

28名、全壊 2197棟、半壊 8509棟に及ぶ。

:il http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/3/3bousai080326.PDF及び

http://www.nga.gr・.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/3/9post”329.PDF(2016年

1月 11日閲覧）

4) 「助産師としての、職業をやってる私」の記録である訪問日誌は、当初、発表する予定

はなかったが、 2005年、長岡市で 1980年代から発行されているミニコミ誌『マイマ

イ族』に掲載され、さらに 2007年加筆して、助産師会発行の記録集に掲載。

5）講座の記鈍は金井；｜史子編『女性学という異文化体験 ウーマン・カレッジ in新潟三区』

(1992年、明石書店）として発行されており、充実した学びであったことが伺える。

6）団体Bでは翌年も、『活動の記鯨』として、震災経験についての康談会や新聞記事をま

とめた「パート HJを発行、座談会では、記録の重要性についても話し合われている。

7）出の防災基本計画に避難場所の具体的な運営についての記述が盛り込まれるのは、東日

本大震災後の 20111'ドである。

8）この調交l士、女性問体の活動ではなく、研究者による研究として実施され、結果は研究

論文としてまとめられているが、そこで司！？らかとなった夫帰関係が悪化と妻の不安、抑

うつ傾向の強さ、子どものその後の災害時の必要以上のおびえとの相関関係（久保

2013 : 804）は、間体Eの活動内容に反映されている。

9）活動や学習を団体に所属して行っている成人女性を対象に、配布数 2057部、制収数

1520部、有効回答数 1509部。他の項目の「とても重要Jの選択ギは、「学習を実践に

つなげるJ72.5%、f話し合し、J68.7%がおく、それ以外の 4項目も 57.0～48.0%となっ

ている Q

1 O)Aさんも Fさんも「もちろん、市民と行政という立場の違いにより、激しくぶつかる

こともある」と述べており、この信頼関係がもたれ合いではなく、それぞ、れの立場を尊

したもので、あることが伺えた。

11）もちろん会議での発言だけが政策反映の道筋ではないQ Eさんの報告書には、行政担

当者との打ち合わせや講演のために付けたという付筆や需き込みがあちこちにあり、意

識はしていなくても、アンケート結果がその後の市の取り組みにつながったことが推察

される。

12JAさんが公的な場で聴かれる振る舞い方を意識して発言したとしても、その発言は女

性の経験に基づくものであるから、完全に従来の規範的要求を満たすものとはなり得な

い。女性の経験が公的な議論の場で語られることによって、公的な場での言説のあり方

が変容しつつあるかもしれないが、この点についての検討は今後の課題としたい。
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